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耐性菌と戦う臨床細菌検査の有効活用法―電子化による感染対策の高精度化―

藤本修平
東海大学医学部基礎医学系生体防御学（細菌学�感染症学）

（平成 26 年 11 月 10 日受付）

多剤耐性菌の蔓延は医療の安全な実施を脅かしている。これに対する有効な新規抗菌薬の開
発は，きわめて不調であり，多剤耐性菌蔓延に対する対応策としては，サーベイランスの実施
による科学的根拠の整備，抗菌薬の適正使用による選択圧の軽減，感染対策の強化による菌の
施設内拡散の抑止が重要である。筆者らは耐性菌の蔓延と新規抗菌薬の開発不調について危惧
し，対策として厚生労働省院内感染対策サーベイランス（JANIS），標準化院内感染症監視シ
ステム（SHIPL）の開発維持，2DCM-web の JANIS 検査部門システムへの実装などを進めて
きた。本稿では，これら臨床細菌検査の結果を自動的に施設内，および多施設サーベイランス
データとして整備する方法，菌の施設内拡散の自動検出と拡散状況の解析を行う方法，さらに，
抗菌薬の適正使用の評価にも活用することによって耐性菌に対する対抗策とする方法について
概説する。本稿に述べる成果は，志を同じくする多くの人々によって導かれたものである。
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は じ め に
今日の医療に於いて耐性菌が重大な問題であること

は多くの人が認めるところである。医学，医療技術の
進歩は著しく，その成果である高度先進医療は，多く
の人の命を救っている。高度先進医療においては，血
管内，気管内，尿道などへのカテーテル挿入，常在細
菌叢の破壊，腸管運動，膀胱機能の障害など病原体に
対する侵入門戸での防御機能を傷害する多くの操作
や，貪食細胞，液性，細胞性の免疫を傷害する行為が
多く行われる。そのような生体防御能を傷害された易
感染患者は，非病原菌（弱毒菌）によって日和見感染
症を発症する。このような入院患者の多くは，生命の
維持，生活に人手を介した看護，介護，介助を必要と
し，人手を介した感染のリスクが高くなる。このよう
にして，高度先進医療の結果として院内感染症として
の日和見感染症が多く発生するようになる。

医療環境に多く存在する非病原菌は，常在菌や環境
菌であるために日和見感染症の原因となる日和見感染
菌は，常在菌や環境菌である。一方，高度先進医療は
その結果として易感染患者を生む宿命にあるため，病
院内では高度先進医療を安全に実施することを目的に
抗菌薬が多用されている。常在菌や環境菌は患者，医
療従事者を含む医療環境に常在するため，病院内に長
時間存在し，繰り返し抗菌薬に曝露される中で，感性
菌は淘汰され，耐性菌，中でも，多剤耐性菌，高度耐
性菌が選択される。

病原菌（強毒菌）であっても非病原菌（弱毒菌）で
あっても，起因菌として感染症の原因となり，炎症を
起こした場合，菌がその状態で患者の体の中に残るこ
とはまれである。起因菌は免疫に認識されているた
め，その数が少なくなれば，免疫の力によって排除さ
れる可能性があり，さらに，もし，一旦，治療に失敗
したとしても，治癒するか不幸な転帰をとるまで治療
が繰り返されるからである。一方，常在菌や環境菌に
は免疫が作用しないため，たとえ 100 万個に 1 つ耐性
菌が存在したとしても，その 1 つの耐性菌は選択さ
れ，一夜にして 100 万個に増殖する。つまり，非病原
菌においては，病原菌においてよりも，遙かに，耐性
菌の選択が起きやすいのである。
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図 1.　日本国内における新規抗菌薬の発見の報告と発売
（2014 年 8 月現在）
最新「抗菌薬」一覧表 2004～ 2014年（Medicament 
News （株）ライフ・サイエンス監修）と各製薬会社
広報をもとに筆者作成。
発見の報告は発売の報告に平均で約 7 年先行してい
る。発売のピークは1980年代の後半で，5年間で25
件以上，1 年間で 5 件以上の発売があった。
2000年以降，発売に結びつく発見の報告が無いまま
に10数件の発売があったため，現在発売を待ってい
る抗菌薬は無い。

治療を目的に抗菌薬を投与すれば，常在細菌や環境
菌にもその作用が及ぶ。起因菌の治療，予防のために
抗菌薬を用いた場合，その背後で，100 発 100 中で常
在菌，環境菌において耐性菌の選択が生じる。

高度先進医療によって易感染患者が生まれ，同時に
院内感染症が発生しやすい状況が作られ，その中で，
日和見感染症が多発する。さらに，高度先進医療が実
施されている環境においては，日和見感染菌が耐性菌
に対する抗菌薬の選択圧を繰り返し受ける構造がある
のである。つまり，高度先進医療の実施と多剤耐性菌，
高度耐性菌による院内感染症の増加は必然性を持って
結びついているのである。

一方，近年，抗菌薬の開発は著しく低調である（図
1）。臨床分離される耐性菌の中には現存する全ての抗
菌薬に耐性を示すものもあり，すでに有効な抗菌薬が
枯渇し始めている。このような中で，現存する抗菌薬
を有効に用いながら，安全な医療の実施を行うため
に，耐性菌の発生と伝播１）について考慮し，耐性菌の
発生，拡散の抑制を進めることが求められている。

WHO は 2011 年の世界保健デーのテーマに薬剤耐
性を選んだ。このことを公表する文書（http:��www.
who.int�mediacentre�news�releases�2010�amr_2010

0820�en�）の中で，WHO は各国政府に，サーベイラ
ンスの実施，抗菌薬の適正使用とその医療従事者およ
び一般市民への啓蒙，処方箋無しでの抗菌薬販売禁止
のための法整備，感染対策の徹底の 4 点を勧告した。
日本では処方箋無しでの抗菌薬販売は原則として禁じ
られているため，この勧告は，サーベイランスによる
科学的根拠の整備，抗菌薬の適正使用による耐性菌選
択圧の軽減，感染対策の徹底による菌の施設内（院内）
拡散の抑制の 3 点を意味する。

抗菌薬の適正使用による選択圧の軽減は，耐性菌の
発生，拡散の抑制に重要である１）。菌の院内拡散は，
耐性菌の拡散に必須のステップであり，抗菌薬による
選択圧とともに重要な因子である。同時に，外因性院
内感染症の最初のステップでもあり，また，内因性感
染症の難治化にも寄与する２）。これを踏まえて，耐性
菌に取り組むことになるが，その科学的根拠を与える
のがサーベイランスによるデータで，それは，現状の
把握，問題の検出，対策立案の根拠，対策の効果判定
の根拠として用いられる。

筆者らは，1990 年代の後半から，耐性菌による院
内感染症の問題を憂慮し，当時より，2010 年に WHO
が挙げた 4 点の内，日本に当てはまる 3 点について，
その必要性を指摘し，それに対する対策を進めてき
た。その中で，筆者が主に取り組んだ，電子化による
感染対策の高精度化について述べる。

厚生労働省院内感染対策サーベイランス（JANIS）
と電子化，標準化
JANIS は平成 9 年（1997 年）度より厚生科学研究

費補助金（新興・再興感染症研究事業）「薬剤耐性菌
による感染症のサーベイランスシステムの構築に関す
る研究」（主任研究者 荒川宜親，国立感染症研究所
細菌・血液製剤部部長（当時），現名古屋大学教授）に
よって，準備が行われ，平成 12 年度より事業化し，
平成 19 年の更新を経て現在に至っている。

筆者は，平成 10 年度の途中より，当該の研究班に
参加し，JANIS 事業，特に検査部門の立ち上げに携
わった。研究班では，東邦大学の山口惠三先生が検査
部門の取りまとめをされており，その下で古谷信彦先
生（現文京学院大学教授）が実務を支えられていた。
40 近い大学病院，公立病院の感染対策担当者を研究
協力者として仕様の決定，試行を行っていた。

研究班では，早い時期から，検査システム，病院シ
ステムから自動的にデータを収集することを考えてい
た。筆者は，病原細菌学の研究者であったが，コン
ピューターを用いた社会調査，疫学調査のシステムを
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開発した経験があり，さらに，臨床医でもあったこと
からデータの収集，集計，還元の方法について JANIS
システムの立ち上げをお手伝いすることになった。

全国の施設にある検査システム，病院システムから
データを集める場合に，最も重要なのは，標準化であ
る。コンピューターの間でやりとりするデータを，

「メッセージ」と呼ぶことがある。標準化とは，「メッ
セージ」のルールを決めることで，どのようなデータ
を，どのような構文で，どのような単語を使って，さ
らに，いつ，どのような場合に，メッセージとするの
かを，皆が使えるように決めて行くのである。

これは，言葉と同じで，使いやすい構文，単語で，
間違いなく伝わるように工夫が必要になる。

当時は，検査結果を即時に送ることについて，様々
な事情から困難と判断して，原則月一回，前月分をま
とめて送ることにした。また，技術的な問題から，イ
ンターネットを用いた送信ではなく，フロッピーディ
スクを用い，郵送によってデータを集めるところから
スタートしたが，将来，インターネットを介して即時
にデータを送ることを視野に入れて，標準化を行っ
た。今日まで，完全な即時のデータ送信は実現してい
ないが，2DCM-web を利用する場合などに月途中ま
でのデータの送信によってその日までのデータを処理
する，即時送信に準じた運用が始まっている。

メッセージの構文，つまり，何を送るかという点に
ついて，多くの議論があった。当時の開発会社からは，
1 レコードの含むデータ量を小さくすることを求めら
れたが，当時の技術的水準ですでにその必要がないと
判断し，コンセンサスを得やすいように，必要として
上がった項目については，出来るだけ多く取り入れる
ようにした。

メッセージに用いる単語の定義はボキャブラリー
（vocabulary）と呼ばれ，具体的には，コードと定義
の集まりであるコード表（マスタ）として整備される。
このいわゆるコードについても，多くの議論が研究協
力者から上がった。コード保守（maintenance）が円
滑に行われるように，当時，公的機関，学会，またそ
れに準ずる団体が公表し，管理しているものを出来る
だけ利用するようにした。すでにコードが割り当てら
れているものについてはそのまま利用し，コードのな
いものであっても，表として定められているものにつ
いては，それにコードを与えるようにした。これらの
表やコードの掘り起こし，整理については，古谷信彦
先生の力によるところが大きい。

細菌コードは，日本臨床衛生検査技師会で精度管理
用菌コードとしていたものをもとに研究協力者の意見

を入れて改変した。長沢光章先生（現東北大学病院）
からの提案で「覚えやすい」ことに考慮して桁数を増
やさずに 4 桁の数字コードを採用した。

コードが決定した後，メッセージの様式をフォー
マットとして定義した。これらの決定については，出
来るだけ，検査機器などからの出力を変換しやすいよ
うに配慮した。

保健医療福祉情報の標準化は，国際的にも HL7
（http:��www.hl7.org�）などによって進められている
が，細菌検査についてのコードの統一が実現していな
いことがデータ収集の大きな障害になっている。米国
でも HL7 による地域ネットワークの試みが行われて
いるが，菌名，薬剤名などがコード化されていないア
ルファベットの文字列として扱われていることが多
く，ネットワークを構成する障害となっている３）。

JANIS のコードについては，検査機器メーカー，
保健医療情報関連ベンダーのご協力によって，各メー
カー，ベンダーの独自コード，施設の独自コードから
JANIS のコードに変換する仕組みが，細菌検査機器，
データ管理装置，細菌検査システム，感染対策システ
ム，病院システムなどに整備されるようになった。さ
らに，外注検査会社（衛生検査所）の多くも，JANIS
検査部門提出データを生成できるようになった。

一般に，コードの変換には誤差が伴う。例えば，
JANIS のコードに，4402 Acinetobacter baumannii
があるが，Acinetobacter baumannii と言う同定結果
が，自動検査機器による表現型による同定結果である
のか，塩基配列決定などによるより精度の高い同定結
果であるのか，あるいはどのような機器，どのような
方法によったかによって，そこに含まれる菌が異なっ
てくる。JANIS の場合は，一般臨床検査で用いられ
る細菌検査の結果という制限の中でコードの定義をし
ているが，コードだけが一人歩きして，違った意味（命
題）として用いられ，コード 4402 が，例えば，精度
の高い同定検査の結果としての Acinetobacter bau-
mannii として扱われると大きな誤差を生むことにな
る。同様の誤差は，用語の定義が複数ある場合には，
常につきまとう。標準のコードを用いた場合も，同様
の誤差は免れないが，1 つの標準があれば，複数回の
変換が避けられ，精度の低下は最小限に抑えられる。

標準化の恩恵は，同時代だけに止まらない。過去の
データも，全てを 1 つの標準に変換するのであれば，
同様に，変換による精度の低下を最小限に出来る。
現在，JANIS 検査部門（JANIS Clinical Laboratory

Division：JCLD）には，全国 900 を超える施設から，
培養陰性を含む全ての細菌検査結果が送られており，
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その数は年間約 800 万件になっている（http:��www.
nih-janis.jp�）。これらのデータは全て，JCLD 標準
フォーマット，JCLD 標準コードで送られている。ま
た，これらのデータは，検査機器，データ管理装置，
細菌検査システム，感染対策システム，病院システム，
あるいは，外注検査会社のシステムなどによって検査
データから自動的に生成され，インターネットを介し
て厚生労働省に送られている。送られているデータが
標準化されているために，データは自動的に集計さ
れ，各施設に月報データとして，原則 2 日以内，多く
の場合 1 日以内に pdf で還元されている。

JANIS では JCLD の標準が病院システムの標準化
などにおいても標準として利用されるように，メッ
セージ，コードに世界標準として利用できる OID（Ob-
ject ID）を定義して，「細菌検査・細菌感染対策関連
メッセージに関するオブジェクト識別子（OID）」と
して管理，公開している（http:��www.nih-janis.jp�
material�oid.html）。

国立大学共通ソフトウエア感染症管理システム
（NUICS）と標準化感染症監視システム（SHIPL）
JANIS 検査部門（JCLD）によるデータの標準化が

実現し始めたことを受けて，データをサーベイランス
データとして用いるだけでなく，病院内での感染対策
に用いるためのシステムの開発を行った４）～６）。NUICS

（National University Infection Control System），
SHIPL（Standardized Hospital Infection Primary
Lookout）ともに，JCLD のメッセージを包含し，そ
れぞれの目的に合わせて拡張したメッセージを通信に
用いた。NUICS ではさらに標準化を進めるために，
HL7-ver2.4 メッセージによる通信を実現した。一方，
SHIPL では，外注検査会社との通信を実現するため
に，ハードルの低い CSVファイルでの通信とした。
何れも，JCLD のメッセージを基本としているため
に，コード変換や，コード定義の違いによる誤差を最
小限に抑えることが出来た。

NUICS は，平成 11 年（1999 年）に提案を行い，
平成 13 年度，国立大学共通ソフトウエアとして開発
を行った。最終的に平成 15 年度に完成している。一
方，SHIPL は，大病院で利用できる感染対策システ
ムとして NUICS が稼働したことを受けて，当初，中
小規模病院で利用できるシステム（Small and medium-
size Hospital Infection Primary Lookout）として，厚
生労働科学研究費補助金（医薬安全総合研究事業）「院
内感染の防止のための監視体制の整備，細菌検査室の
機能向上に関する研究」（主任研究者 山口惠三 東

邦大学教授）によって開発をおこなった。研究班では
複数の試行施設で研究班バージョンを稼働させたが，
その後，大学病院などの大病院でも用いられるよ
うに，NUICS の機能を統合し，“Small and medium-
size”の S を“Standardized”の S に改めた Standard-
ized Hospital Infection Primary Lookout（SHIPL）と
して商品化され，NUICS の後継としての導入を含め
て，現在全国 7 施設で稼働して成果を上げている。さ
らに，筆者の施設では，複数施設のデータを即時受信
し解析できるシステムを開発し研究用に稼働させてい
る７）。

アルゴリズム開発
標準化が進み，大量のデータが自動的に蓄積される

ようになると，その利用が可能になるが，実際に，
JANIS のデータあるいは NUICS，SHIPL のように，
患者，診療科，病棟，検査時期，検査材料など，ある
程度の背景情報と細菌検査の結果が標準化された形式
で大量に蓄積された前例はなく，その有効利用につい
ての方法は限られていた。筆者は，データを有効利用
するための電算機手法（アルゴリズム）の開発を行っ
てきた。

筆者は，耐性菌による院内感染には，抗菌薬による
選択圧と菌の院内拡散が深く関わっていると考え２），
感染対策の強化を行い菌の院内拡散を抑止するため
に，菌の院内拡散を可視化する方法について検討し
た。それぞれの方法の詳細については，既刊の総説２）

に譲りここでは概要について述べる。
1）菌の異常集積の自動検出（Probability-based Mi-
crobial Alert：PMA）

PMA は，何も起こってない時にその菌が分離され
る率である base-line rate，ある期間に細菌検査の対
象となった患者数，そのうちその菌が検出された患者
数を用いて，その菌の分離が，全く偶然だけに左右さ
れて起きたものかどうかを，偶然に起きたという帰無
仮説で確率を計算し，もしその確率が低ければ，その
ような菌の分離が偶然だけによるものでないとする，
統計学の基本的な考え方を応用したものである。考え
方としては，特定のサイコロの目が続けて出た場合に
それが偶然によるものか，サイコロに仕掛けがあるた
めに起こったものかを判断する方法と同じである。偶
然によらない場合は，同じ菌が施設内で拡がったなど
の人為的な介入があったと判断し，菌の異常集積は菌
の院内拡散などを示唆すると考える。集計期間は，短
期間，長期間，両方の変化を見落とすことがないよう
に，7 日，14 日，30 日のように複数の期間で集計す
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る。実際には，すべての菌種について，病棟などのユ
ニットごとに，複数の期間についての集計を毎日行う
ことによって，菌の院内拡散を自動的に指摘する。
2）Σ-alert（シグマアラート）と Σ-alert matrix（シ
グマアラートマトリクス）

PMA による警告を，月ごとに集計すると，その月
に，その菌の院内拡散がどの程度起きていたかを知る
ことが出来る。これを時間を横軸として棒グラフにす
ると，特定の菌に対する院内感染対策が有効に行われ
ているかどうかの動向を的確に知ることが出来る。
alert を積算して得られることから，これを，Σ-alert
と名付けた。Σ-alert は，過去の問題の解析にも有用
であることが分かっている８）。一方，複数菌の Σ-alert
から集積を繰り返している菌の共通点を見つけること
によって感染対策の問題点を見出すことが出来ること
も分かった９）。そこで，Σ-alert の棒グラフの部分を，
カラーコード化することによって，ある施設の全分離
菌種の数年分の菌の異常集積（院内拡散）の様子を一
枚の方眼状の図にまとめた Σ-alert matrix を開発した
２）。これによって，長期間の院内感染対策の状況を，
わずかな揺らぎも見逃すことなく俯瞰できるように
なった。
3）2DCM（ツーディーシーエム）
もう一方で，個々の菌の院内での拡散状況を菌株レ

ベルで可視化する方法として，アンチバイオグラムの
自 動 分 類 と 2 次 元 キ ャ リ ア マ ッ プ 技 術（Two-
dimensional Carrier Mapping：2DCM）を開発し
た２）１０）。この技術は，1）感受性パターンを自動分類し
て菌株を判別するアルゴリズムと，2）分離された株
を場所と時間によって 2 次元平面に展開し，1）によっ
て分類した菌株のグループに色コードを振り当て，菌
株の院内拡散を画面上にわかりやすく表示する 2 つの
アルゴリズムによって構成されている。1）の感受性
パターンの分類は簡単そうに見えるが，臨床細菌検査
の誤差を受け入れることが必要になるために実際には
複雑である。

倍々希釈法で測定される MIC 値では，いわゆる 1
管の差，MIC 値の 2 倍の差は誤差の範囲となる。倍々
希釈系の隣り合った 2 つの薬剤濃度の間に真の MIC
値を持つ菌株の MIC 測定値の分布は，その真の値と
測定に用いた薬剤濃度の隔たりを変数とする確率変数
の分布となるため，どちらか一方の値を正しいとは出
来ない。つまり，隣り合った 2 つの値のどちらを示し
ても検査の間違いではなく，誤差範囲としなくてはな
らない。

例えば，1 回測定した MIC 値が 4 であった場合，

その値は，真の MIC 値の値が何であるかによって，
別の測定では，2 となる可能性もあるし，8 となる場
合もあると言うことを，受け入れる必要がある。CLSI
の SIR 判定では，S と I，I と R の間には MIC 値で 2
倍の違いしかないために，1 回の測定で I と判定され
た菌株は，次に，S，I，R の何れとしても判定される
可能性がある。

臨床検査では，検体によって感受性検査を行う薬剤
が異なることがあるが，検査されていない薬剤も検査
をすれば，S，I，R のいずれかに判定されることにな
るので，I の株と同じように扱う必要がある。

MIC 値を判定に用いる場合には，A という MIC 値
を示した株は A�2，A×2 の何れの MIC 値を示した株
とも同じ株である可能性が否定出来ないと判断して処
理を行う必要がある。

論理的に感受性パターンの分類を行おうとするとこ
の部分が大きな障害となる。実際に開発を始めるまで
は，2DCM のようなシステムがこれまで存在しなかっ
たことが不思議に思えたが，おそらくこの問題が障害
となっていたのだと考えた。最終的に，この問題を解
決する方法を見出し，数学的に論理性が失われていな
いことを証明した。現在，2DCM では MIC 値による
グループ分け，SIR によるグループ分け両者が実用化
されている。

2DCM-web
2DCM は，全く新しいアルゴリズムによって構成

したため，概念さえも理解しづらい面があった。この
ため，最初の研究用システムは，筆者自身が設計から
プログラムの制作までを行った１１）。有用性に理解が得
られ，商品化された SHIPL に実装された７）。

SHIPL において 2DCM の実用性が確認できたた
め，これを，Web アプリケーション化し JANIS 検査
部門参加施設が自由に利用出来るようにすることを計
画した。

2009 年（平成 21 年）当時，すでに，SHIPL などを
用いて細菌検査の結果を詳細に調べることによって，
菌の院内拡散などの院内感染の予兆となる現象をとら
えることが出来，それを利用することでより確度の高
い感染対策が可能になること（筆者らは「感染対策の
高精度化」と呼んだ）が明らかになって来ていたがそ
れを可能にするシステムの導入は不活発であった。

システムの導入を行えば，院内感染症のリスクが明
らかになり，これによって「高精度化」が進むのだが，
システムを導入しないと，リスクを認知できず，その
ためにシステムを導入する必要性も理解されないとい
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う悪循環が存在することが分かった。厚生労働省医政
局指導課におられた清哲朗先生（現岡山大学）とこの
問題を話し合う中で，悪循環を良循環にする方策とし
て，感染対策の精度を上げる努力に対するインセン
ティブ（incentive ご褒美）とリスク認知の促進を図
る必要があろうと言うことになり，2DCM のような
システムを適当な方法で多くの施設が利用出来る様に
すればリスク認知にもなり，無料で利用できれば，in-
centive にもなるだろうということになった。

何らかのシステムを無料で配付する場合には，バー
ジョンの管理と著作権の問題を避けて通れない。さら
に，国のシステムとして国民の血税で構築することを
考えると，十分に低い経費で開発，維持を行えるよう
にする必要がある。SHIPL が Microsoft Windows©上
で動作するように作られていたことを勘案して，Mi-
crosoft ClickOnce©テクノロジーを用いて web アプリ
ケーション化を行い，これを 2DCM-web と名付け
た。

2DCM-web は，すでに還元情報として CSVファイ
ルで提供されていた，分離株ごとの検査情報を入力情
報として利用することでシステムに新たな負担を掛け
ないようにした。2DCM-web の利用を希望する施設
は，JANIS にログインした後，還元情報のページか
ら 2DCM-web のボタンを押す。これによって，利用
者のコンピューターに 2DCM-web アプリケーション
一式が一時的にインストールされる。起動した 2DCM-
web から解析対象とする期間を指定すると期間に応
じてデータが JANIS のシステムから 2DCM-web に読
み込まれる。その後の処理は，全て利用者のコンピュー
ター上で行われ，JANIS のサーバーには負担が掛か
らないようになっている。利用者が 2DCM-web を終
了すると，プログラムは自動的にアンインストールさ
れる。このような仕組みを用いることによって，すで
に存在した 2DCM のソフトウエア資産を最大限に利
用し，web ブラウザーなどの制限を受けず，サーバー
の負担を最小限に抑えながら，高度な処理を行うこと
が可能となり，さらに，著作権の問題もクリアしなが
ら常に最新のバージョンを提供することが可能になっ
た。

2DCM-web は SHIPL 上の 2DCM とは異なり，菌
の異常集積の自動検出（PMA），耐性菌の警告機能な
どのない環境で用いるために，エピカーブを表示する
機能，特定の耐性菌が 2DCM-web 上ではっきりと分
かるように表示する機能を加えた。2DCM-web はす
でに 500 以上の医療機関が利用した。

電子化の将来
1）耐性菌条件�警告・案内定義メッセージ
一部の機器は，特定の条件の耐性菌，例えば，届け

出が必要な耐性菌やこれまでに国内で検出されたこと
がないか非常にまれな耐性菌が検出された時に，検査
機器，データ管理装置のレベルで警告を出す仕組みを
すでに持っている。これらの機器を含めて，検査機器，
データ管理装置，検査システムなどが共通に読み込む
ことが出来る菌の条件やその菌が検出された時に表示
するべきメッセージ（例えば，「届け出をしてくださ
い。」，「xxx に再検査を依頼してください，連絡先は，
yyy です。」，「特殊な耐性菌です。再検査をしてくだ
さい。菌の保存を準備してください。」など）の様式
を定義して公開しそれらの機器が読み込めるようにし
ようというものである。

実現すると，例えば JANIS のサイトなどから，耐
性菌の定義ファイルをダウンロードして検査機器など
に読み込ませるだけで，常に最新の情報にもとづい
て，適時にそれらのメッセージが表示されるようにな
る。特定の菌について，菌の収集などサーベイランス
を行う場合，定義ファイルを適当な方法で配付すれ
ば，そのファイルを受け取った施設で菌が検出された
場合，検査機器などから，即時にサーベイランス対象
であることを示すメッセージが発生するようになる。
検査機器メーカー，保健医療情報システムベンダー団
体などの review を経て，現在，実装試験のためのシ
ステムを開発中であり，今年度中に，最終版とインター
フェイスのサンプルを公開する予定である。
2）菌の異常集積の自動検出（PMA）の簡易版（PMA
light；PMAL）と PMALを用いた Σ-alert，Σ-alert
matrix の開発。

PMA を JANIS のようなシステムで利用しようと
すると内容は複雑ではないが各施設に対して相当量の
計算が，全体としては膨大な計算が必要となるため，
そのまま，実装をすることは出来ない。そこで，あま
り精度を落とさずにその計算量を大幅に減らす方法を
検討し，実用化の目処が立ったので，実装のための開
発を行っている。研究用システムで実用性が確認でき
れば，JANIS のようなシステムで自由に利用出来る
仕組みを作り，地域連携などにおいて，自施設の状況，
他の施設の状況を俯瞰し，感染対策の改善に結び付け
られるように提案して行きたいと考えている。
3）地域，全国，地球レベルでの菌の拡散の可視化
施設を超えたデータの解析に 2DCM を用いる試み

はすでに行っているが，データ数が大きくなった場合
に適当な処理を行う方法が見つかっていない。JANIS
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レベル（年間 1 千万件）あるいはその 10 倍のデータ
を数年にわたって検討できる方法について検討を行い
たいと考えている。耐性菌の拡散は，すでに一地域，
一国に止まるものでも医療現場に止まるものでもな
い１２）１３）。これらの関係については，今後，次世代シー
ケンサーなどによる塩基配列解析によって明らかにさ
れて行くと考えるが，一方で，拡がりの監視には，感
受性パターンを用いた解析が威力を発揮すると考えて
いる。JANIS の調査を他の国に適用することも可能
であり，国，環境を超えたデータ蓄積も可能性がある。
データ蓄積を予測して適切な処理法を考えておきた
い。
4）「感染対策の地域連携支援システム（Regional In-
fection Control Support System；RICSS）」構
想

感染対策の地域連携において，連携病院間のデータ
収集，集計還元に多くの人手が掛かっていることを受
けて，これを，自動化する方法について検討した。調
査によって収集され還元されているデータは，感染対
策の実施状況の指標とその成果（outcome）の指標で
あることが分かった。全国の地域連携で用いることが
出来るようにする場合，収集データの標準化が必要に
なるが，全国を一台のサーバーで支援するようなシス
テムを構成した場合，効率よく地域連携を支援できる
だけでなく，感染対策の実施状況とその成果に関する
全国データを収集できることになる。このようなデー
タはこれまでなく，また施策の策定，評価に有用であ
る。

手掌消毒薬の使用状況などの情報は，今のところ手
入力に頼らざるを得ないが，耐性菌の分離状況や血液
培養の状況は JANIS 検査部門に報告されているデー
タから得ることが出来る。抗菌薬の使用状況について
は，医事システムから実施情報，処方情報としてとる
ことが可能であり，保健医療情報システムの標準化が
進む中で，自動化が可能になると予測できる。

筆者らは，厚生労働科学研究費補助金新興・再興感
染症及び予防接種政策推進研究事業「医療機関におけ
る感染制御に関する研究」（八木班）において，RICSS
構想を提案し，基本仕様の整備を行っている。また，
厚生労働科学研究費補助金（新型インフルエンザ等新
興・再興感染症研究事業）「抗菌薬使用動向調査の
Web システムの構築および感染対策防止加算におけ
る客観的指標の探索に関する研究」（村木班）と連携
し，抗菌薬使用情報を適切に収集する方法について検
討している。

実現すれば，JANIS，さらに JANIS にこれから加

えることを期待出来る PMAL，PMAL を用いた Σ-
alert matrix，あるいは，菌の地域，全国拡散を評価
するシステムなどと有機的に結びつけた包囲的なシス
テムとなることが期待できる。

お わ り に
細菌検査の結果は細菌感染症の診断，治療を行う上

で重要な情報である。一方，本稿において細菌検査の
結果を詳細に解析することで，院内感染の検出，感染
対策の策定，評価に必要な情報が得られること，さら
に，抗菌薬の適正使用の評価などを含めた耐性菌によ
る院内感染に対する総合的対策において細菌検査が重
要な役割を果たすであろうことを示した。

前世紀の後半，1980 年代後半に抗菌薬の発売は年
間 5 件を上回り，有効な抗菌薬が枯渇することはない
と考える人が多かった。そんな中で，細菌検査の結果
は感染症が治った頃に報告される，次々と抗菌薬が発
売され検査項目にない抗菌薬についてどのように扱う
のか分からない，細菌検査を行わなくても，抗菌スペ
クトラムが広く抗菌力が優れた「良い薬」を使えば感
染症治療に困ることはないなどの理由から，細菌検査
を軽んじる風潮があったように記憶している。

今日においても，感性菌が原因で合併症のない感染
症では治療に難渋することが少ないために，感受性検
査の結果が来た頃には，感染症が軽快しており，感受
性検査の結果は確認されないままに終わる，あるいは
細菌培養をしないで抗菌薬投与を行うことがしばしば
あり，細菌検査技師さんから，「うちの先生たちは細
菌検査の結果を見てくれない」と言う声を良く聞く。

本稿で示したように，耐性菌による院内感染症が先
進医療の安全な実施を脅かしている今日，細菌検査の
役割は，個々の患者の治療のみを目的とした検査か
ら，個々の患者の治療と耐性菌による院内感染症対策
を目的とした検査に変わりつつあると考える。このよ
うな状況を理解した上で，臨床細菌検査の将来像を描
いて行くことが大切であると考える。

個々の患者の治療を目的とした細菌検査では，迅速
な同定と，迅速で臨床での抗菌薬使用に即した感受性
検査が求められるであろう。耐性菌による院内感染対
策のためには，精度と費用のバランスが取れた検査，
疫学に適した感受性検査が必要になるであろう。

耐性菌時代に医療の安全を確保するために，臨床細
菌検査の果たす役割を再認識し，検査に携わる臨床検
査技師の皆さんが誇りを持って役割を全うされるこ
と，そして臨床細菌検査に適切な資源の配分が行われ
るように願う。



藤本修平8

8 日本臨床微生物学雑誌 Vol. 25 No. 1 2015.

臨床細菌検査は，細菌感染症診断治療の礎であり，
耐性菌と戦う戦士である。
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Clinical Laboratory Combats Multi-Drug-Resistant Bacteria; Converting Bacterial Test
Results into Resources for High Precision Infection Control with Computer Systems

Shuhei Fujimoto
Department of Bacteriology and Bacterial Infection, Division of Host Defence Mechanism,
Tokai University School of Medicine

The emergence and spread of multi-drug-resistant bacteria puts hospital patients at risk. The development of
new antimicrobials against drug resistant strains is lagging far behind. Collecting scientific data relating to drug-
resistant bacteria by surveillance, the rational use of antimicrobials to reduce antimicrobial selective force, and the
prevention of intra-hospital bacterial dissemination by strict adherence to infection prevention measures are of in-
creasing importance. We (my collaborators and I) took the situation seriously and have prepared and successfully
implemented the Japan Nosocomial Infection Surveillance (JANIS) System, Standardized Hospital Infection Look-
out (SHIPL) System, and the 2DCM-web System on JANIS Clinical Laboratory Division. This manuscript outlines
strategies to realize the automatic conversion of clinical bacterial test results into inter- and intra-hospital surveil-
lance data, to detect and visualize intra-hospital bacterial dissemination, and to evaluate appropriateness of antimi-
crobial usage.


